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　1.概況
まず，地上デジタル放送の実施状況を見てみ

よう。次頁の表は各国の放送事業者や所管の
政府機関および欧州の放送関係者によるDVB
プロジェクト等の発表を参考にまとめたものだ
が，2007年11月現在で本放送と確認できる国
は欧米先進国を中心に32か国である。東南ア
ジアや中東，アフリカの新興国の間では試験
放送段階の国が多いが，これらの地域ではヨー
ロッパのDVB-T方式を採用することが決まって
いる。2006年5月に開催されたITU（国際電気
通信連合）のRRC-6会議において，2015年ま
でに地上デジタル放送に移行することが合意さ
れ，2007年6月に開催されたASEAN（東南ア
ジア諸国連合）閣僚会議で，DVB-T方式の採
用が正式に決まり，2015年を目標にデジタル移
行を行うことが確認された。また，2010年には
南アフリカでサッカー・ワールドカップが開催さ
れるため，これを契機にアフリカにおける放送
のデジタル化が進むと見られる。

また，2006年以後地上アナログ放送を完全
に終了した国も出てきている。2006年には人口
の85％以上がケーブルテレビに加入するルクセ
ンブルクとオランダで終了し，2007年にはフィ
ンランド，アンドラ，スウェーデンで終了した。

2011年7月の地上アナログ放送の終了まで
1,300日を切り，日本におけるデジタル完全移
行への動きが活発化している。日本の放送の
デジタル移行は，地上デジタル放送のみなら
ず，BSデジタル放送のアナログサービス終了を
同時期に行うことを目標としている。

このため，2007年には放送・家電業界が設
立したDpa（デジタル放送推進協会）による「地
デジ」「BSデジタル」の普及キャンペーンやアナ
ログ放送終了告知キャンペーンが行われ，政
府レベルではデジタル完全移行を円滑に進め
るための関係省庁連絡会議が設置され，アナ
ログ放送終了とデジタル放送の有効活用を国
として幅広く取り組む姿勢が示された。情報
通信審議会第4次中間答申（2007年8月）は，
地上デジタル放送の世帯カバー率の拡大，受
信機の世帯普及，アナログ放送終了時期に関
する視聴者の認知，という3つを課題として取
り上げ，2008年夏までに，つまりアナログ放
送の終了まで3年の期間を設定した日本におけ
る完全デジタル化に向けた計画を仕上げること
になっている。

世界の国々も，日本の2011年をはさんで数
年の時差でデジタル移行を行うことを決定して
いる。ここでは，地上デジタル放送を中心に，
世界のデジタルサービスの動向を報告する。
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世界の地上デジタル放送の状況
（2007年11月現在）

放送方式 /DVB-T
国・地域名 地上デジタル放送開始日 アナログ終了予定時期

イギリス 1998 年 9 月 2012 年
スウェーデン＊ 1999 年 4 月 2007 年 10 月
スペイン 2000 年 5 月 2010 年 4 月
オーストラリア 2001 年 1 月 2012 年
フィンランド＊ 2002 年 8 月 2007 年 8 月
ドイツ 2002 年 10 月 2010 年
インド 2003 年 1 月 未定
オランダ＊ 2003 年 4 月 2006 年 12 月 
ベルギー 2003 年 7 月 2012 年
スイス 2003 年 8 月 2008 年 2 月
イタリア 2003 年 12 月 2012 年
台湾 2004 年 7 月 2010 年
フランス 2005 年 3 月 2011 年 7 月
アンドラ＊ 2005 年 8 月 2007 年 9 月
チェコ 2005 年 10 月 2011 年
モーリシャス 2005 年 9 月
ロシア 2005 年 2012 年
マルタ＊ 2005 年 2005 年
トルコ 2006 年 2 月 2014 年
デンマーク 2006 年 3 月 2009 年 10 月
ギリシャ 2006 年 3 月 2012 年
ルクセンブルク＊ 2006 年 4 月 2006 年 9 月
サウジアラビア 2006 年 6 月 未定
リトアニア 2006 年 7 月 2012 年
オーストリア 2006 年 10 月 2008 年 2 月
エストニア 2006 年 12 月 2012 年
モロッコ 2007 年 5 月 2015 年
ノルウェー 2007 年 9 月 2009 年
シンガポール 試験放送
ベトナム 試験放送
マレーシア 試験放送 2015 年
ブルネイ 試験放送 2015 年
フィリピン 試験放送
ニュージーランド 試験放送
アイルランド 試験放送 2012 年
ウクライナ 試験放送 2014 年～ 2015 年
スロバキア 試験放送 2012 年
スロベニア 試験放送 2010 年
ハンガリー 試験放送
ポーランド 試験放送
ルーマニア 試験放送 2012 年
セルビア 試験放送
ポルトガル 試験放送
マセドニア 試験放送 2015 年
リトアニア 試験放送 2012 年
ベラルーシ 試験放送 2015 年
モルドバ 試験放送
南アフリカ 試験放送 2011 年
ナミビア 試験放送
放送方式 /ATSC

国・地域名 地上デジタル放送開始日 アナログ終了予定時期
アメリカ 1998 年 11 月 2009 年 2 月
カナダ 2003 年 3 月 2011 年 8 月
韓国 2001 年 10 月 2012 年
メキシコ 試験放送 2021 年
放送方式 /ISDB-T

国・地域名 地上デジタル放送開始日 アナログ終了予定時期
日本 2003 年 12 月 2011 年 7 月
ブラジル 2007 年 12 月
放送方式 /GB20600-2006

国・地域名 地上デジタル放送開始日 アナログ終了予定時期
中国 試験放送 2015 年
香港 試験放送 2012 年

＊はアナログ放送終了済み

 



4 　 JANUARY 2008

いずれの国も，アナログ放送終了は円滑に行わ
れたようである。これらの国は人口が相対的に
少ないうえ，ケーブルテレビが全世帯の半数以
上に普及し，地上全国放送のマストキャリー規
則によって，アナログ放送と同等のサービスが
デジタル移行後もケーブルテレビで確保されて
いる。過半数の世帯が地上アナログ放送を利用
していたイギリスは，世界に先駆けて地上デジ
タル放送を開始し，ほかの諸国に比べデジタル
移行へは最も時間をかけている。イギリスでは，
デジタル放送開始当初，衛星デジタル放送の普
及が圧倒的に進んだが，2007年には地上デジ
タル放送の受信世帯が衛星デジタル放送を初め
て上回った。地上デジタル放送は全国一斉に開
始されたがアナログ放送の終了は2007年11月
から2012年にかけて地域ごとに行われている。

アナログ放送終了は，市場が選択するもので
はなく，どの国でも国策に位置づけられており，
地上アナログ放送事業者に対し優先的にデジタ
ル周波数帯を割り当て，アナログからデジタル
への移行が視聴者に不利益にならない政策が
共通して採用されている。さらに，移行計画が
煮詰まった段階に入ると，デジタル受信機普及
のために，さまざまな形態で公的資金が投入さ
れるケースが見られる。アメリカでは地上放送
しか受信していない世帯に，デジタル信号をア
ナログに変換するコンバーターの購入資金の助
成としてクーポン券を支給することや，アナログ
放送の終了告知のキャンペーン等にも政府資金
を投入することを決めている。また，ヨーロッ
パでもイタリアのように，双方向サービス機能
を持つデジタル放送受信機の購入に対し3万円
前後の助成を税金で行う国や，イギリスのよう
に年金受給者や障害者がいる世帯に無料でデ
ジタル受信機を支給し，利用の指導も含めた移

行支援をテレビ受信許可料で行う国もある。
地上デジタル放送の導入時には，それぞれ

の国の産業や放送政策によって，日・韓・米の
HDTV中心のデジタル新サービスとヨーロッパの
地上多チャンネルテレビサービスとの2つの異な
る流れがあった。しかし，デジタル放送開始後
10年を経過した現在，ヨーロッパでもHDTV放
送導入に向かっている。ヨーロッパでは，チャン
ネル数に余裕がある衛星デジタル放送のプラッ
トフォームから導入が始まり，HDTV番組のパッ
ケージを新規の付加サービスとして追加の料金
で提供している。しかし，HD番組制作がまだ
主流でないヨーロッパでは，HDTVのコンテンツ
不足がいなめない。ほとんどのサービスが，ビッ
グ・スポーツ中継や米ハリウッド映画やドラマ，
Discovery Communicationsによるドキュメンタ
リーなど供給源が限られている。この状況を解
消する可能性は，地上アナログ放送終了後の周
波数再利用や画像圧縮技術の高度化など技術
的な向上と普及にある。比較的に地上デジタル
放送の開始が遅れたフランスやリトアニア，エスト
ニア等の国では周波数帯を効率的に利用できる
MPEG 4を採用し，地上デジタル放送でHDTV
を行うことを正式に決定している。また，デジタ
ル先進国のイギリスでも，BBCをはじめとした地
上放送事業者が連携して，HDTVサービスをア
ナログ放送終了の2012年をめどに地上デジタル
放送で無料放送することが合意され，HD番組
制作が量的に拡大される。世界規模でアナログ
放送が終了すると見られる2015年には，地上・
衛星・ケーブル・IPTVのあらゆるプラットフォーム
で，HDTVを基盤に無料・有料の多チャンネル
サービスが展開されていると予測される。

以下，「アジア」「ヨーロッパ」「アメリカ」の地
域別にデジタルサービス動向を報告する。
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ル放送を開始する予定である。中国政府のデ
ジタル化長期計画では，2015年までに全国で
デジタル化を完了し，アナログ放送を終了する
ことになっている。

台湾では，2002年4月から試験的な地上デ
ジタル放送を始め，2004年7月から公共テレビ
を含む5局がDVB-T方式を採用した計14チャ
ンネルによる本放送を開始した。政府は将来
あわせて30チャンネルの放送を認める予定で，
許認可は既存の5局を優先する方針である。
しかしケーブルテレビの普及率が85％にのぼる
台湾では，既に150のチャンネルが乱立してい
て，地上デジタルチャンネルの人気は低迷して
いる。政府は2010年のデジタル化完了を目指
して，低所得者向けの受信機購入補助予算の
計上にあたっている。

オーストラリアでは，2001年1月，ABC，
SBS，Channel 7，9，10の地上波5局がデジ
タル放送を開始した。受信世帯数は2006年末
で200万台と，テレビ保有世帯数の26％に達
した。しかし政府は，当初2008年12月として
いたデジタル移行完了計画は現実的でないとし
て，2006年3月，アナログ放送の終了時期を
都市部で2010年末，全国で2012年末とする
大幅な見直しを行った。一方で，公共放送の
ABCとSBSについて，これまでデジタル専門
チャンネルの番組では認めていなかったスポー
ツ番組やドラマを解禁，視聴者にとって魅力あ
る番組提供を図ることになった。

ニュージーランドでは，TVNZ，CanWest 
Networks，Maori TV，ラジオのRNZの4局
で作るコンソーシアム「Freeview」が実施主
体となり，2007年5月から，衛星の直接受信

（DTH）でサービスを開始した。地上デジタル
放送は，2008年の早い時期に開始の予定だ

　　2.アジア
（1）地上デジタル放送

韓国では2001年10月，商業放送SBSが地
上デジタル本放送を開始し，同年中にKBSや
MBCも本放送を開始した。2002年末にはカ
バー地域が首都圏全域（全人口の48％）に達
したが，その後技術規格をめぐる対立で放送
エリア拡大が遅れた。関係者が協議を重ねた
結果，2004年7月にアメリカ方式の継続を決
定，2006年7月にようやく全国カバーを達成
した。受像機の普及も大幅に遅れているため，
アナログ放送終了は当初目標の2010年から延
期を余儀なくされた。2007年4月，政府・市
民団体・学会・放送局関係者などで構成され
たデジタル放送活性化委員会は，2012年12月
31日までに地上アナログ放送を終了するとした
特別法案を審議・了承，韓国政府も2007年9
月に国務会議で同法案を了承した。

中国では，地上デジタル放送の技術規格は
5つの「中国独自方式」を比較・検討し2003
年中に決定する予定だったが，ヨーロッパ方式

（DVB-T）を改良した清華大学方式と，アメリ
カ方式（ATSC）を改良した交通大学方式のど
ちらを採用するかでなかなか結論が出なかっ
た。中国政府は2006年8月，双方の技術を折
衷した内容とされる独自規格「GB20600-2006」
を採用したと発表した。中国では上海・北京な
ど多くの都市で，既にバスなどの移動体向け
地上デジタル方式にヨーロッパ方式を導入して
いたが，こうした移動体向け放送の事業者は1
年以内に規格を変更するよう求められた。また
中国政府の方針決定を受け，香港の地上テレ
ビ局ATVとTVBは2007年1月，中国方式の
採用を決めた。両局は2007年中に地上デジタ
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が，期日は決まっていない。政府の計画では，
6 ～ 7年の間に地上波のデジタル化を完了し，
アナログ放送を終了する予定である。

この他，シンガポールではMediaCorp TV
の子会社であるMDigitalが，2007年末までに
地上デジタル本放送を開始する予定である。マ
レーシアでは，2006年9月，RTMが地上デジ
タルの試験放送を首都圏で開始，2008年まで
に全国に拡大した上で，2009年に本放送を開
始する予定で，アナログ放送終了時期は2015
年としている。一方インドでは，2002年2月か
らDDがデリー首都圏で試験放送を始め，そ
の後他の大都市圏に拡大したが，視聴に必要
なセットトップボックスが高価でほとんど売れ
ず，カバー地域の拡大は停止状態である。政
府は地上デジタル化を再始動させ，2015年に
はアナログ放送を終了したいとしている。
（2）HDTV

韓国では，規制監督機関の放送委員会が各
放送局によるHDTVの最低放送時間を漸次拡
大するというやり方でHDTVの普及を推進し
た。地上放送局のHDTV番組制作は，2006
年に自主制作と共同制作の総費用が約260億
円と前年の2倍以上に増えた。KBSでは自主
制作番組が多いのに対し，MBCとSBSは外
注の番組が多くなっている。2006年の年間編
成に占めるHDTV番組の比率は，報道では
各局とも0 ～ 5％と低いものの，教養及び娯楽
ではKBS1，KBS2，MBCがいずれも20％を
超しており，特にKBS1の週末の娯楽番組は
58.1％，MBCの平日の娯楽番組は64.9％が
HDTVとなっている（韓国放送委員会編「2007
年放送産業実態調査報告書」）。

中国では，1999年10月1日の建国50周年記
念式典をCCTV（中国中央テレビ）がHDTV

で中継したのが最初の試験放送で，その後毎
日午後8時から10時まで地上デジタルで試験
放送を行ってきた。しかし中国ではHDTVは
まずケーブルテレビの有料チャンネルで実施す
ることになったため，地上デジタルの試験放送
はいったん停止され，2005年秋からCCTVと
上海文広メディアグループがそれぞれ有料チャ
ンネルでの試験放送を開始した。その後本放
送に移行したが，視聴のため専用のセットトッ
プボックスが必要なことや視聴料金が高いこと
から人気は低迷している。このためCCTVで
は，2008年1月から地上デジタルの無料チャン
ネルでHDTV1チャンネルを立ち上げる方針を
決め，SARFT（国家ラジオ映画テレビ総局）
に許可を申請している。

香港では，TVBとATVが，2007年中に開
始する地上デジタル放送について，TVBが週
14時間，ATVが週2時間をHDTVで放送す
る計画を明らかにしている。

オーストラリアでは，デジタル化への移行が
完了した時点で全ての放送をHDTVにする方針
で，2003年7月から週20時間以上の放送を義
務化した。商業放送のChannel 9はこれに先
立って2003年4月から放送を開始するなど積極
的な取り組みを見せたが，その後Channel 7は
2007年10月にHDTV専門チャンネルをスタート
させ，Channel 10も12月に専門チャンネルを開
始する予定である。

シンガポールでは，2006年6月からMediaCorp 
TVが試験放送を行っていたが，2007年末に子
会社のMDigitalが本放送を開始するのに合わせ
て番組の一部をHDTVで放送することにしてい
る。また，ケーブルテレビのSCVは，2006年サッ
カー・ワールドカップでの試験放送に続き，2007
年1月からHDTVの商業放送に踏み切った。
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インドでは，国家計画委員会デジタル推進
部会が大都市地域でのHDTV放送を推進す
るため，2010年にデリーで開催される英連邦
競技大会の地上テレビ中継をHDTVで行う計
画を進めている。
（3）ブロードバンド・IPTV

韓国では，1999年から2000年にかけて，
SBS，KBS，MBCが相次いで地上放送の番
組をストリーミングやVODで無料ネット配信す
るサービスを開始した。これらのサービスは
その後有料化された。各サービスの会員数は
KBSが1,437万人，MBCが1,508万人，SBS
が1,971万人などとなっている（韓国放送委員
会編「2007年放送産業実態調査報告書」）。
IPTVをめぐっては，放送委員会が，放送法
を改正してIPTVを「放送」と規定すること
で，放送法による規制の枠組み作りを推進
し，2007年3月に「IPTV導入のための政策
法案」及び「放送法改正意見案」を発表した。
それによると，マルチメディア放送事業に参入
した地上放送事業者は，地上DMB（Digital 
Multimedia Broadcasting）だけでなく無線
IPTVについてもサービスの実施が可能になる
としている。一方通信を管轄する情報通信部
は，IPTVを放送と通信の融合であるとして新
たな法律の制定による規制を求めており，現在
も法制化に至っていない。こうした中，韓国で
通信最大手のKTは2007年3月，ケーブルテ
レビ業界などが反発する中，IPTV事業の開
始を発表，7月からIPTVと技術方式やセット
トップボックスの設備が同一である「メガTV」
のサービスをスタートさせた。KTでは，IPTV
の関連法が制定され次第，「メガTV」をIPTV
サービスに転換できるとしている。

中国では，1999年からCCTV，CNR（中央

人民ラジオ），CRI（中国国際ラジオ）と上海，
北京，広東の各地域テレビ・ラジオ局が，地
上波のニュース番組をストリーミング配信してい
る。IPTVについては，上海文広メディアグルー
プが，SARFTの放送免許を取得して2005年
6月から正式放送を行い，ハルビン・上海など
15都市で契約世帯数は20万に達した。また
CCTVも2006年4月に正式免許を取得し，長
春で放送を開始，この他CRIと広東の南方放
送メディアグループも2006年末までにIPTV
業務を開始した。一方通信事業者については
大手の中国電信や中国網通が意欲を示してい
るが，SARFTはIPTVの免許は放送事業者
に限るとの姿勢を崩しておらず，通信事業者が
主体となるIPTVは現在非合法の状態で試験
的に行われているに過ぎない。

台湾では，通信最大手の中華電信が2004年
3月から，MOD（Multimedia on demand）と呼
ばれるIPTVサービスを開始したが，台湾で世
帯の85％に普及したケーブルテレビを運営する
事業者の強い抵抗に遭っている。このためコン
テンツの確保に苦戦し，ユーザー数はケーブル
の496万世帯に対し33万世帯にとどまっている。
また放送・通信を管轄するNCC（国家通信放
送委員会）からは，中華電信の株の約半数を政
府が押さえていることを理由に，「党・政・軍のメ
ディア撤退政策」に合わせるため，コンテンツ事
業者などに広くインフラの利用を認める「開放型
プラットフォーム」への移行を求められている。

香港では，通信最大手のPCCWが，2003
年9月にペイテレビ免許を取得，これまでの
VODサービスに代わる新たなビジネスモデルの
下での有料テレビ放送NOW Broadband TV
を開始した。香港ではそれまでHKCTV（通称
i-cable）が唯一のケーブル事業者として有料放
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送市場を牛耳ってきたが，NOWは4年のうち
にヨーロッパサッカーの中継権などキラーコンテ
ンツの買い付けに次 と々成功，ユーザーを80万
世帯以上に伸ばして，HKCTVと肩を並べた。

シンガポールでは，2007年7月，通信最大手
のSingtelがIPTVによるmio TVを開始，市場
独占を続けてきたケーブルテレビのSCVの最大
のライバルとなった。この他，MediaCorp TVが
MediaCorp Online Broadband TVの 名 称 で
2006年2月に有料のVODサービスを開始，アメリ
カ資本の現地法人M2B Asia Pacificも同年6月，
M2Btvの名称でIPTVサービスを開始している。

インドでは，国営通信会社MTNL（Mahanagar 
Telephone Nigam Ltd）が2006年10月，IOL 
Broadband社と組んで商都ムンバイで初の
IPTVサービスを開始，ほぼ同時期に首都デ
リーでもサービスを始めた。また最大の国営通
信 会 社BSNL（Bharat Sanchar Nigam Ltd）
もプネー（旧プーナ），ベンガルール（旧バンガロー
ル），コルカタなどでサービスを実施しているほ
か，いくつかの民間企業も本格参入に向け動い
ている。IPTVの所管は通信情報技術省と見な
されているが必ずしも明確ではなく，現状は規
制機関不在の状態で，ケーブルテレビや衛星放
送の事業者は，IPTVの実態は放送であるとし
て放送業界と同等の規制を課すよう求めている。

この他，パキスタンでは2006年11月，PTCL
（Pakistan Telecommunication Company Ltd）
に初めてのIPTV免許が交付されるなど，規制
監督機関のPEMRA（パキスタン電子メディア規
制庁）によると2007年末までにPTCLを含む3
社がIPTVサービスを開始する予定である。ま
たマレーシアでは，先行する衛星放送Astroに
続く第2有料テレビとしてMiTVが2005年9月
からIPTVサービスを開始したが，業績不振によ

り1年で事業縮小に追い込まれた。また2006年
12月からIPTVサービスを開始したFine TVも
Astroの厚い壁に阻まれ，加入者を増やせない
状態が続いている。
（4）携帯端末向けサービス

韓国では，2004年の放送法改正で，衛星波
と地上波を使った移動体向けのDMB（デジタル・
マルチメディア・ブロードキャスティング）が放送
事業と認定された。2005年5月から，まず衛星
DMBが，移動体通信最大手SKテレコム系の
TUメディアによる有料放送としてスタートした。

加入料金は日本円に換算して約2,400円，月
額視聴料金はベーシックが約1,300円となって
いる。チャンネル数は2007年10月末現在，映
像18チャンネル，音声20チャンネル，データ
放送1チャンネルとなっており，携帯電話兼用
の専用端末機は2007月9月時点で，127万台
が販売されている。一方，地上放送系3社と
非地上放送系3社の6社が取り組む地上DMB
は2005年12月から首都圏で放送を開始し，
無料で地上放送の再送信もできることから急
速に利用者を増やした。2007年9月現在，端
末機の販売台数は676万台に達している。

中国でも，DMBについては北京人民ラジオ
局が韓国のサムスンから技術を導入したのを
はじめ，北京・上海・広州などで商業サービ
スが始まっている。放送規制機関のSARFT
は2006年10月，携帯端末向けテレビ放送の
ための中国独自の技術規格を発表，国内全て
の携帯電話事業者に規格の使用を義務づけ
ることを明らかにした。規格の名称はSTiMi

（Satellite Terrestrial Interactive Multi-
service Infrastracture）で，他国の規格が地
上波を利用するのに対し，広大な中国の各地
にあまねくサービスを提供できるよう，衛星を
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使う点が特徴となっている。また上海文広メ
ディアグループ傘下の「上海東方龍新媒体有限
公司」は2007年7月，「第五媒体」と名づけた
携帯向け専用チャンネルの放送を開始，1日24
時間，時事・経済・スポーツ・娯楽などの情報
を短い番組中心に提供している。

台湾では，放送・通信を管轄するNCCが
2006年10月，公共テレビ・中国テレビなど5
社に試験放送の免許を与え，2007年9月に公
共テレビがヨーロッパのDVB-H方式による6
チャンネルの試験放送を始めるなど，各社が
試験放送に取り組んでいる。

インドでは，唯一の地上テレビ事業者である
DDが，2007年5月，首都デリーの一部地域で
DVB-H方式による携帯電話向けテレビ8チャ
ンネルの試験放送を開始した。計画では，6
～ 8か月以内にチャンネル数を倍増させ，18か
月以内にサービスエリアを首都全域とムンバイ・
コルカタ・チェンナイなどの都市圏に拡大する
ことになっている。規制監督機関であるTRAI

（電気通信規制庁）は携帯向け放送については
商業事業者の参入を認めるよう勧告している。

この他，パキスタンでは2007年5月，携帯
電話大手のTelenor Pakistan社がパキスタン
初の携帯向けテレビサービスTelenor Mobile 
TVを開始した。規制監督機関のPEMRAは
同年7月，Mobilink社にも携帯端末向けサービ
スの免許を与えた。またベトナムでは，郵電省
傘下のVTC（Vietnam Television Technology 
Investment and Development Corporation）
が携帯電話会社ノキアと共同で，2006年12
月から，アジア太平洋地域では初めてとなる
DVB-H方式による携帯向け放送サービスをハ
ノイとホーチミンで開始した。このサービスは2
年間で全国に展開される予定である。

　　3.ヨーロッパ
（1）地上デジタル放送

地上デジタル放送は，1998年にイギリスで
開始され，1999年にはスウェーデン，2000年
にはスペインで開始された。2001年以降は多
くの国で開始されたが，ノルウェーでは2007
年9月にようやく開始している。しかし，イギ
リスやスペインのように一度挫折を経験し，再
出発した国や，フランスのように直前になって
放送開始を2年以上も延期した国もある。ま
た一方では，ポルトガルやアイルランドのよう
に本放送をまだ開始していない国もあるが，
ごく少数である（3頁の表参照）。

イギリスでは2007年6月末で838万世帯で
受信され，衛星放送の加入世帯数を上回って
国内最大のデジタル･プラットフォームになっ
た。一方，ドイツでは2006年末で人口の75％
をカバーしており，2008年度内に全国でアナロ
グ放送終了が見込まれている。スペインでは
2007年7月には人口のカバー率は85％に達し，
フランスでも2007年末に人口の85％をカバー
する予定である。
アナログ放送終了

EUの欧州委員会は2005年5月，加盟国
に対して2010年までに地上デジタル放送を
進捗させるよう勧告し，アナログ放送終了

（analogue switch-off ，ASO）の期限を2012年
初頭とした。欧州市場がデジタル化の恩恵を
最大限に享受するためには，加盟国間の調和
あるデジタル放送への移行が不可欠なためで
ある。これを受けて，多くの国でアナログ放送
終了に向けた計画が進められている。

地上デジタル放送の開始は遅かったが，す
でにアナログ放送終了を完了した国もいくつか
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ある。ルクセンブルクでは，2006年4月4日
に地上デジタル放送が開始され，同年9月に
はアナログ放送をすべて終了した。オランダで
も，2006年12月にアナログ放送を終了した。
ただし，オランダ側は，ルクセンブルクではフ
ランス向けのアナログの放送所が放送を継続
中であり，アナログ放送終了に関しては，厳
密にはオランダがヨーロッパで最初，と主張し
ている。一方，ルクセンブルク政府は，2008
年1月31日までに地上・衛星・ケーブルなどす
べてのプラットフォームで完全デジタル化を達
成するヨーロッパで最初の国になることをめざ
しており，さらに一歩先を見据えている。

ところで，2007年に入って，フィンランドが
9月1日にアナログ放送を終了，25日にはアンド
ラもアナログ放送を終了した。フィンランドもア
ンドラも，地域ごとの段階的終了ではなく，全
国一斉の終了である。スウェーデンでは，10
月15日に段階的に進められてきたアナログ放
送の終了を完了した。予定よりおよそ3か月半
早い完全移行であった。

ドイツでは2003年8月にベルリン首都圏で
アナログ放送を終了し，その後各州で終了
が進められた結果，2006年末には人口の約
75％がデジタルに移行した。オーストリアでは，
2007年10月22日，主要都市とその周辺地域
でアナログ放送を終了し，人口の70％が完全
にデジタル放送に移行した。2008年2月25日
をアナログ放送終了の期日としているスイスで
も，すでに人口の95％が完全にデジタル放送
に移行した。

イギリスでは，2007年10月15日，イングラ
ンド北西部のホワイトへーブン市で最初のアナ
ログ放送終了が開始された。

スペイン，フランスなどでは，具体的なア

ナログ放送終了計画が決定している。
スペイン政府は2007年9月に「地上デジタ

ル放送移行全国計画」を決定し，アナログ放
送終了への4段階を示した。計画では全国を
73の技術地域に分割し，90件の移行計画を
作成する。そして移行計画をA～ Cのグルー
プに分け（Aは人口50万以下の都市，Bは人
口50万超～ 70万，Cは人口70万超），その
達成期限を定めた。この計画により，2010年
4月3日には全国でアナログ放送が終了するこ
とになる。

フランスでは，2007年7月に規制機関の
CSAが2011年末に人口の95％をカバーすると
いう計画を決定した。1年ごとに全国レベル，
県レベルでの人口カバー率の年間目標を定めて
いる。この計画に従って，2011年11月30日に
アナログ放送は終了し，デジタル放送に完全
に移行し，残った地域は衛星放送によってカ
バーされる。

グループ 人口比率
（％） 達成期限

パイロット計画 1.0 2008 年12月31日

Aグループ（32） 11.6 2009 年 6月30日

Bグループ（25） 19.8 2009 年12月31日

Cグループ（33） 67.6 2010 年 4月 3日

合計 100.0

（グループのカッコ内は移行計画数）

全国レベル 県レベル

2008 年末 89％ 最低 75％

2009 年末 92％ 最低 85％

2010 年末 93％ 最低 89％

2011年末 95％ 最低 91％
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CSAは，マルチプレックスのオペレーターと
の協議の上で，各年ごとに放送を開始する放
送所の計画を定めるが，その場合，CSAの提
案に基づき首相が定める全国のアナログ放送
終了計画が考慮される。CSAは10月，2008
年末の目標を達成するため，2008年内に放送
を開始する放送所のうちすでに発表されてい
る65地点に加え，新たな208地点の一覧表を
発表した。
（2）HDTV

日本やアメリカより遅れていたHDTVの導入
に関しては，ヨーロッパでも次第にチャンネル
数が増加している。ヨーロッパでHDTV導入
が遅れたのは，独自のHD-Mac方式の実用化
に失敗したためである。

当初は衛星やケーブル，ADSLで放送が
始まったが，その背景にはいくつかの要因が
ある。

日本やアメリカで急速に普及したことが刺激
になったこと，プラズマテレビや液晶テレビが
家庭内に普及してきたこと，放送業界よりも家
電業界がけん引役になったこと，番組輸出の
促進にはHDTVによる制作が必要になったこ
と，地上デジタル放送では多チャンネル化を
志向したこと，そして特にサッカー・ワールド
カップなどのスポーツイベントが契機になった
こと，などが要因としてあげられる。

フランスでは，2006年2月に衛星放送の
TPSがPack TPS TNT（5チャンネル）の放送
を開始，MPEG 4方式では世界初とされた。3
月には衛星放送CanalSatがCanal Plusの各
種チャンネルのHD番組で構成したチャンネル
の放送を開始した。サッカー・ワールドカップ
はTF1，M6，Canal PlusがHDで放送した。
ADSLでも，France TélécomのMaLigne TV

が5月にTPSのHDTV番組の提供を開始し，
Freeも6月にHD番組の放送を開始したが，
全番組がHD制作されているのは，音楽チャン
ネルLa chaîne i-concerts HDのみである。こ
のように各チャンネルとも，HDにより制作され
た番組はまだ少なく，SDからのアップコンバー
トによる番組が多い。

2006年12月にはルクセンブルクのLuxe.TV
がAstra衛星で放送を開始した。相前後して，
イギリス，ドイツ，イタリア，北欧，ポーランド
などでもAstraやEutelsat衛星によるHDTV
放送が開始された。

しかし圧縮技術の進歩で，地上デジタル放
送でもHDTVの導入が可能になりつつある。
フランスではCSAが2007年6月に2チャンネ
ルのHDTV放送の免許公募を開始した。4
社が応募したが，11月にはCSAはTF1 HD
とM6 HDに免許を交付することを決定した。
なお，もう1チャンネルを公共放送用に政府が
確保しており，F2がHDTV放送することに
決定した模様で，これら3チャンネルは2008
年の春に放送を開始する見込みである。CSA
はさらに，年末までに周波数を再編し，現在
SDで放送中の有料チャンネル1チャンネルの
HD化について公募を開始すること，2008年
初めには3チャンネルの免許公募を開始する
ことを発表した。
（3）ブロードバンド・IPTV

ヨーロッパでは，旧国営電電会社がコンテン
ツとネットワークの分離原則により，ケーブル
事業の分離を求められた。ドイツではケーブル
事業は分割･分離され，スペインでは一定期間
ケーブル事業への参入を禁止された。フランス
ではケーブル事業は売却された。

こうした経緯から，旧国営電電会社や大手
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通信会社は，ブロードバンドに活路を見出すこ
とになった。

フランスでは，2003年12月，市場シェア第
2位のインターネットプロバイダーFreeが，初め
てブロードバンドによるテレビサービスを開始し
た。続いてTF1も同月，France Télécomと提
携してTPS Lを開始した。衛星放送TPSの48
チャンネルを提供するもの。France Télécom
自体もMaLigne TV（現在はOrange）という
サービスでVODの提供を開始した。2004年
3月にはCanal PlusもFrance Télécomと提
携してCanalsatdslを開始するなど，その後も
参入が続き，現在は10社程度が競ってサービ
スを提供している。CanalSat，AB Sat，地上
デジタル放送の各チャンネルなどのパッケージ
が用意されている。現在，主要な事業者には，
Orange，Free，Télé2，Neufのほ か，Club-
Internet，Alice（Telecom Italia），AOL，
Darty（スーパーマーケット）があり，競争が激
化している。通信部門の規制機関Arcepによ
ると，ブロードバンドによるテレビサービスへの
加入世帯数の合計は1年間で120％の伸びを示
し，2007年6月末で380万に達しており，初め
てケーブルの加入世帯数（340万）を上回った。

このほかイギリスではBT，ドイツでは
Deutsche TelecomのT-HomeやTelecom Italia
のHansenet，またイタリアではFASTWEB，
Telecom ItaliaのAlice Home TVなどがサー
ビスを提供している。北欧や東欧でもサービス
が行われており，例えばチェコではスペインの
Telefónicaが進出している。

ブロードバンドによるサービス提供開始と
地上デジタル放送の急速な普及が，有料テレ
ビを提供するプラットフォーム間の競争を激
化させ，衛星やケーブルでの合併の動きを促

進する一因となった。イギリスやスペインで
は2大ケーブル会社が合併し，フランスでも
衛星とケーブルでそれぞれほぼ1社による独
占状態となった。
（4）携帯端末向けサービス

携帯受信用の放送としては，地上デジタル
放送の一環としての放送波による携帯受信機
器向け放送と，携帯電話会社の通信ネット
ワークを利用した携帯電話向けのテレビサー
ビスがある。
地上デジタル放送における携帯受信

地上デジタル放送の普及が進むにつれ，
ヨーロッパ各国で携帯受信機器向け放送にお
いてDVB-H規格採用の機運が次第に高まっ
ている。

携帯電話などの携帯受信機器向け放送の技
術規格としては，ヨーロッパ方式のDVB-Hの
ほか，T-DMB，MediaFLO（米Qualcomm
社）などがあるが，2004年以来，ドイツ，北欧，
フランス，スイスなどでDVB-HやT-DMBに
よる実験が行われてきた。

フィンランドでは2007年7月，送信会社
のDigita（仏TDFの子会社）が，ヨーロッ
パではイタリアに次いで2番目となるDVB-H
方式による携帯受信機器向け放送を開始し
たと発表した。一方，同じ7月，イタリアの
公共放送RAIは携帯受信機器向け放送の
規格としてDVB-Hは採用せず，T-DMBを
採用すると発表した。RAIには全国向けに
DVB-Hで使用できる周波数帯がないこと，
またMediaset，TIM，TreがDVB-Hによ
る放送を行ってきたが，普及が進んでいない
ことを理由にあげている。イタリアではすで
に，2006年 6月のサッカー・ワールドカップを
機に携帯電話（第三世代３G，UMTS）向け
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にDVB-H方式による世界で初めての放送が
開始されていた。またRAIもサッカー・ワー
ルドカップで試験放送を実施した。

こうした状況を受けて，同じ7月，EUの
情報化社会とメディア担当委員であるレディ
ング氏はEU加盟国27か国での携帯受信
機器向けテレビ放送の統一規格として，携
帯電話メーカー Nokiaが支援するDVB-H

（Nokiaが主要特許を所有）を採用するよう
求め，ヨーロッパは技術を1つに決める必要
があると述べた。委員としては，EUの公式
技術規格リストにDVB-Hを加えて加盟国に
採用を促すとしており，これに従わない国が
ある場合，必要ならば2008年にDVB-Hの
採用を各国に義務づけるとの方針も示した。
欧州市場で規格を統一することによる経済
的なメリットだけでなく，携帯電話の場合に
はヨーロッパのGSM方式が事実上の世界標
準になったが，携帯受信機器向け放送でも
DVB-Hが世界標準になることを狙ったもの
とみられている。

携帯受信機器向け放送では，上記イタリア，
フィンランドのほか，ドイツでは2006年5月
にMFDがT-DMB方式によるプラットフォー
ム「watcha」を開始した。また2007年10月に
はMolile3.0が，DVB-Hによる携帯受信機器
向け16チャンネルのプラットフォームの運営事
業者として免許交付の最終候補に選定された。
またスイスでは9月にDVB-Hによる免許が交
付され，オーストリアでは9月にDVB-Hによ
る免許公募が開始された。一方スペインでは
Dahlia TVが有料サービスを計画しているが，
法改正が進んでいない。

こうした中，フランスでは11月8日にCSA
がDVB-H方式による携帯受信機器向け放

送の免許公募を開始した。チャンネル数は全
部で16チャンネルだが，そのうち3チャンネル
は公共放送用に確保されているため，残り13
チャンネルが公募の対象となっている。総合
編成または専門チャンネル，無料または有料
チャンネルなどで応募が可能であり，またマ
ルチプレックスにはラジオ（5 ～ 9局）と双方
向サービス用の周波数帯が確保されている。
応募の締め切りは2008年1月15日で，放送
開始は2008年末が予定されているが，希望
すれば夏の北京オリンピックからの放送が可
能である。
携帯電話におけるテレビ受信

主要国の大手携帯電話事業者が，自国内お
よびEU域内各国において，放送事業者のコ
ンテンツを3G携帯電話向けにストリーミング
配信している。

主要な携帯電話事業者としては，イギリス
ではハチソンの3UK，France Télécomの
Orange，多国籍企業のVodafone，スペイ
ンTelephonicaのO2，Deutsche Telekomの
T-Mobileなどがある。

フランスではFrance TélécomのOrange，
複合企業Vivendi（Canal Plusを所有）傘下の
SFR，大手ゼネコンBouygues（TF1を所有）
傘下のBouygues Télécom，NRJ（ラジオ）の
NRJ Mobileが，放送サービス提供事業者と
してCSAに登録している。Orangeの場合，
2007年10月の時点で，テレビサービスは62
チャンネルを提供し，加入者数は60万，また
SFRでは約80チャンネルで加入世帯数は14万
で， i-mode方式のBouygues Télécomのチャ
ンネル数は30である。
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　　4.アメリカ
（1）地上デジタル放送

アメリカでは地上デジタル放送は1998年
11月に40数局によって開始され，以降，比
較的順調に放送エリアを拡大してきた。アナ
ログ放送の終了の期限は2009年2月17日と
決まっている。NAB（全米放送事業者協会）
によれば，2007年11月現在，全米211市場
の1,625のテレビ局が地上デジタル放送を実
施しており，ほぼ100％のテレビ視聴世帯を
カバーしている。

放送エリアが順調に拡大する一方で，国民
の間での低い認知度をどう上げいくか，また
受信機をどう普及するかが課題となっている。

公共テレビ局の団体であるAPTS（Association 
of Public Television Stations）が2007年9月に
発表した調査によると，地上アナログ放送終了
を認知している国民は51.3％と依然低い水準に
とどまっており，広報宣伝活動の遅れが指摘さ
れている。NABは2007年10月から総額7億ド
ル（約770億円）を投じた広報キャンペーンを始
めているほか，FCC（連邦通信委員会）も高齢
層や地方在住者等を対象にした広報活動に着
手している。

アメリカでは全世帯の19％にあたる2,100万
世帯が，地上放送を衛星放送やケーブルテレ
ビ経由ではなく直接受信している。政府はこ
れらの世帯がアナログ放送終了後も地上放送
を見られるようにするため，2007年3月，デジ
タルからアナログへの専用コンバーターを購入
する補助費用として，アナログテレビ所有者に
40ドル（約4,800円）相当のクーポン2枚まで
を提供することを決めた。

またFCCは2005年11月，2007年3月以降

に出荷されるすべてのテレビにデジタルチュー
ナーを内蔵することを義務づけた。こうした
措置とデジタルテレビの販売価格の低廉化な
どを背景に，デジタル受信機の普及は加速し
ている。CEA（全米家電協会）の予測による
と2007年末までの累計出荷台数は8,500万台
で，世帯普及率は53％であり，さらに2009年
までの2年間で約7,000万台が出荷されると見
込まれている。

ところで，アメリカの地上デジタル放送を巡っ
ては，地上波を直接受信する世帯が19％しか
ないことから，衛星放送やケーブルテレビによ
る再送信のあり方が常に問題となってきた。す
なわち，これまでアナログ放送については再送
信が義務づけられてきたが（＝「マストキャリー
ルール」），デジタル放送については地上放送
事業者側とケーブルテレビ事業者の間で対立
が続いてきた。

2001年1月，FCCはデジタル放送への移行
期間中の措置として，ケーブルテレビ事業者
の判断でアナログかデジタルのどちらか主要1
チャンネルを選択して再送信することを義務づ
けた。地上放送側はアナログとデジタル両方
の再送信を義務づけるよう働きかけていたが，
2005年2月，FCCはこのルールを再確認した。
これは，地上デジタル放送で可能となった多
チャンネルサービスを実施してもケーブルテレ
ビ事業者側の裁量で放送されるチャンネルが
限定されてしまうことを意味している。NABの
調査によると2005年7月時点ですでに全米の
商業放送の半数近く（約600局）が多チャンネ
ル放送を行っており，残りの局の79％も将来
の多チャンネル放送を行う意向を持っていた
が，ケーブル事業者が再送信をしないならば，
多チャンネル放送の実施は難しい状況である。
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こうしたことから，NABはデジタルの6メガヘ
ルツ全帯域の再送信がデジタル放送の普及に
は欠かせないとしてFCCへの働きかけを続け
ている。

なお，APTSとケーブルテレビ業界との合意
により，公共放送による多チャンネル放送は，
原則として再送信されている。

アメリカ以外の国では，カナダが2003年
からアメリカと同じATSC方式での放送を開
始しており，アナログ放送の終了期限は2011
年8月31日と決まっている。またメキシコでも
カナダ同様ATSC方式の採用が決まっている
が，2021年までという長期的な計画でアナロ
グ放送を終了する予定となっている。計画で
は，2009年までにメキシコシティ，グアダラ
ハラ，モンテレーの三大都市とアメリカ国境付
近の都市をあわせた9つの市場でデジタル移
行を完了し，2010年までには国内の80％のエ
リアで視聴可能な状況にする。

一方，南米では2006年6月にブラジルが，
日本以外では初めて地上デジタル放送方式と
して日本方式（ISDB-T）を採用した。ブラジ
ルが南米最大の市場であることから，決定ま
でにはATSC（米国方式），DVB-T（ヨーロッ
パ方式）との間で激しい競争が展開された
が，最終的に移動体端末にも安定した性能を
持つ日本方式に軍配が上がった。その他のメ
ルコスール（南米南部共同市場）諸国でもブラ
ジルに追随する動きが出ることも予想される。
なお，ブラジルは07年12月にサンパウロとそ
の周辺で本放送を開始した。
（2）HDTV

多チャンネル放送を積極的に展開している
ヨーロッパと異なり，アメリカではHD放送が
地上デジタル放送の牽引力となっている。HD

対応テレビの売り上げも好調で，CEAによる
と2007年の年間売上台数はおよそ1,600万
台，累計で5,250万台が普及しているものと見
られる。

こうした中，放送事業者側もHD番組を編
成の柱と位置づけている。公共放送PBSは，
プライムタイムはHD放送，その他の時間帯は
多チャンネル放送という編成を多くのPBSメン
バー局が行っている。2004年からは「PBSHD」
というHD番組専門チャンネルのPBS本部
からの配信も開始され，『NOVA』や『Great 
Performance』など多くの看板番組がHDで放
送されるようになっている。

商業放送でもプライムタイムを中心としたHD
化が進んできた。中でもCBSがネットワークの
中では最もHD化に力を入れており，プライム
タイムのうち『60ミニッツ』『Survivor』など一部
の番組を除いてほぼすべての番組がHD化さ
れている。さらにプライムタイム以外でもNFL
やカレッジフットボール，全米オープンテニスな
どスポーツ中継を中心にHDを進めている。

ABCやNBCでも同様にプライムタイム中心
のHD化が進められており，当初HD化に消極
的だったFOXも2004年9月からはプライムタ
イムの50％以上をHD化，スポーツ中継を中
心にプライムタイム以外もHD化を進めている。
また，これらネットワークのHD番組は衛星放
送やケーブルテレビでHD専門チャンネルとし
てラインアップされている。

ケーブルテレビ事業者にとってもHD放送
は契約者獲得，アナログからデジタルサー
ビスへの転換促進の有力な切り札である。
NCTA（全米ケーブル電気通信事業者連盟）
によれば，2007年3月現在，全米9,700万
世帯にHDサービスが届けられる状態になっ



16 　 JANUARY 2008

ており，210市場のうち203の市場でHD番
組の放送が行われている。ケーブルテレビ事
業者に番組を供給する，いわゆる「ケーブル
ネットワーク」もそれぞれ「Discovery HD」

「ESPN HD」「HBO HD」といったHD専門
チャンネルを立ち上げており，HD番組の供
給も拡大している。

一方，ディレクTVとエコスターの2社による
衛星放送も早い段階からHD化を進めてきた。
ディレクTVは75以上のHDチャンネルを放送
しており，その中でも地上放送系のHDチャン
ネルや「CNN HD」「Discovery HD」など人気
の高い30チャンネルを月額9.99ドルのパッケー
ジにして販売するなどしている。エコスターも
70を超えるHDチャンネルを放送しており，基
本パッケージに付加する形の有料パッケージ化
して販売している。また放送をHD画質で録
画・再生できるDVR（デジタル録画機）のリー
ス等も行っている。
（3）ブロードバンド・IPTV

放送のデジタル化に伴い，各事業者はここ
1 ～ 2年で積極的なインターネット（ブロード
バンド）向けサービスの展開を始めている。

特に積極的な展開を見せているのがCBS
である。CBSは05年7月からニュースのイン
ターネット配信を強化，最新ニュースや過去
のニュースを無料でいつでも見られるようにし
た。さらに06年9月からは夕方のメインニュー
ス『Evening News』のテレビとネットへの
同時配信を開始して話題を呼んだ。ABCや
NBC，CNNなども相次いでニュースのインター
ネット配信に着手，いずれもそれぞれのニュー
ス項目の冒頭に15秒の広告を入れるスタイル
で，広告収入でネット配信事業を強化する戦
略である。

各社はまた，自社サイトやケーブルテレビ
などでの人気番組のオンデマンド配信も開
始，さらに携帯電話向けニュース速報配信
サービスやアップル社の「iチューンズストア」
を通じた番組配信・販売も始めた。「iチュー
ンズストア」での配信・販売には06年5月か
らFOXが，また同年10月からは公共放送
PBSも加わって，番組1本が通常1.99ドルで
販売されている。

一方，ベライゾンとAT&Tの地域電話会
社は，2005年から06年にかけ相次いで光
ファイバー網を利用したテレビサービスに乗り
出した。ベライゾンは05年9月，テキサス州
で「フィオスTV」を開始，サービスは様々な
形でパッケージ化されているが，例えば標準的
な「フィオスTVプレミア」の場合，月額42.99
ドル（約5,000円）で200以上のチャンネルの
ほか，ラジオやVOD等が利用できる。また
AT&Tは06年6月，IPTVサービス「U-Verse」
の本格運用をやはりテキサス州で開始，300
以上のチャンネルやVODサービス等を提供し
ている。TVとインターネットのパッケージによ
る組み合わせで，料金は月額59 ～114ドル（約
6,900 ～ 13,300円），2008年末までに570万
世帯の加入を目指している。

こうした背景にはケーブルテレビ事業者の
電話事業やインターネットサービスへの進出

（＝「トリプルプレイ」）によって刺激された電
話会社が，1996年連邦通信法で認められた
映像サービスで対抗する，という図式がある。
FCCも06年12月，電話事業者がテレビサー
ビスを行う際に必要な各地方自治体からの認
可が迅速に行われるようにする新規則を定め
たり，07年10月にはこれまでケーブルテレビ
に独占されてきた集合住宅向けサービスへの
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新規参入を認める決定を行うなどして，競争
を促進させている。FCCのマーチン委員長は

「多チャンネル放送市場に活発な競争を作り出
すことがFCCの政策の最も重要かつ長期的な
目的である」としている。最近の調査ではケー
ブルテレビよりも電話事業者によるテレビサー
ビスの方が顧客満足度が高いという傾向も指
摘されており，今後，IPTVが有料多チャンネ
ル市場に定着していくことは間違いないものと
見られている。

カナダでもアメリカ同様，ケーブルテレビ事
業者による電話サービス参入の動きに対抗し
て，Telus，Cogeco，SaskTelなどの電話会
社がIPTVサービスを開始，中でもサスカチュ
ワン州営の通信会社であるSaskTelは，06年
10月から北米で初めてとなるIPTVでのHD
サービスを開始して注目を集めた。このサービ
スでは27のHDチャンネルのほか，35のラジ
オチャンネル，インターネット接続などが利用
でき，料金は4か月契約で59カナダドル（約
6,000円）となっている。
（4）携帯端末向けサービス

アメリカでは当初，地上デジタル放送を携
帯電話に映像配信しようという動きはそれ程
活発ではなかった。地上デジタル放送の伝送
方式が，移動体向け配信を不得手としている
ためである。そこで，通信を利用して，ケーブ
ルテレビのチャンネルを中心に配信する動きが
広がった。

2003年11月から，携帯向け番組配信サー
ビスを開始した「MobiTV」は，バークレーの
ベンチャー企業アイデティック（Idetic）社が
携帯電話大手のスプリント社などと提携して
始めたサービスで，MSNBC，CNBC，ABC 
News Live，Discoveryなどのニュースやド

キュメンタリーをはじめ，音楽や漫画など100
以上のチャンネルを30フレーム/秒の画質で
配信している（2007年11月現在）。加入者
は，アイデティック社に配信サービス料9.99ド
ル（約1,160円）と，スプリント社やAT&Tに
データサービス料として10ドル（約1,160円）
前後を払う。月額あわせて20ドル（約2,310
円）前後でいくらでも利用でき，2007年10月
には，加入者が300万を超えた。

一方，携帯ネットワークではなく，放送波
を使うサービスも2007年3月に始まった。こ
れは携帯向け大手チップメーカーのクアルコム

（Qualcomm）社の子会社Media Floの技術を
使ったサービスで，クアルコムは700メガヘル
ツ帯の一部の使用権を全国で買い取り，この
帯域を使ってCDMA方式の携帯端末向け放
送ネットワークを構築した。プラットフォームは
ベライゾンワイヤレスが提供し，サービス名は

「V CAST Mobile TV」。月額13ドル（約1,520
円）で5チャンネル視聴できるコースと，月額
15ドル（約1,760円）で8チャンネル視聴できる
コース，さらに月額25ドル（約2,900円）で8
チャンネルの視聴に加え，パケット通信料が定
額になるコースの3通りのプランがある。

また，放送送信設備のメーカー，クラウン・
キャッスルも1,600メガヘルツ帯の一部を全国
的に入手し，携帯電話メーカーのノキアなど
と組んでヨーロッパの携帯端末向け放送方式
DVB-Hを使った映像サービスの準備を進め
ている。
（中村美子 /山田賢一 /豊田一夫 /米倉　律）

※ 各国毎の内容の詳細は，NHK 放送文化研究所編
『NHKデータブック 世界の放送 2008』（NHK出版，
2008 年 3月刊行予定）を参照されたい




